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公認心理師法をめぐるこれまでの経緯 

○平成２３年      三団体より、心理職（仮称）の国家資格制度の 

            創設に係る「要望書」提出 
 

○平成２６年６月    公認心理師法案提出（議員立法） 
 

○平成２７年７月 ８日 公認心理師法案再提出（議員立法：９月に撤回） 
 

○平成２７年９月 ２日 衆議院文部科学委員会において公認心理師法を 

            委員長提案 
 

○平成２７年９月 ９日 公認心理師法案の参議院本会議可決、成立 
 

○平成２７年９月１６日 公認心理師法官報掲載、公布 
 

○平成２９年９月１５日 公認心理師法施行 
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公認心理師法（概要） 
 一 目的  
  公認心理師の資格を定めて、その業務の適正を図り、

もって国民の心の健康の保持増進に寄与することを目的と

する。 
 
 二 定義  
  「公認心理師」とは、公認心理師登録簿への登録を受け、

公認心理師の名称を用いて、保健医療、福祉、教育その他

の分野において、心理学に関する専門的知識及び技術を

もって、次に掲げる行為を行うことを業とする者をいう。 
① 心理に関する支援を要する者の心理状態の観察、そ

の結果の分析 
② 心理に関する支援を要する者に対する、その心理に

関する相談及び助言、指導その他の援助 
③ 心理に関する支援を要する者の関係者に対する相談

及び助言、指導その他の援助 
④ 心の健康に関する知識の普及を図るための教育及び

情報の提供 
  

 三 試験  
公認心理師として必要な知識及び技能について、主務大

臣が公認心理師試験を実施する。受験資格は、以下の者に

付与する。 
① 大学において主務大臣指定の心理学等に関する科目

を修め、かつ、大学院において主務大臣指定の心理学

等の科目を修めてその課程を修了した者等 
② 大学で主務大臣指定の心理学等に関する科目を修め、

卒業後一定期間の実務経験を積んだ者等 
③ 主務大臣が①及び②に掲げる者と同等以上の知識及

び技能を有すると認めた者 
 

 四 義務  
 １ 信用失墜行為の禁止 
 ２ 秘密保持義務（違反者には罰則） 
 ３ 公認心理師は、業務を行うに当たっては、医師、教員

その他の関係者との連携を保たねばならず、心理に関す

る支援を要する者に当該支援に係る主治医があるときは、

その指示を受けなければならない。 
  
 五 名称使用制限  
  公認心理師でない者は、公認心理師の名称又は心理師と

いう文字を用いた名称を使用してはならない。（違反者に

は罰則） 
  
 六 主務大臣  
  文部科学大臣及び厚生労働大臣 
  
 七 施行期日  
  一部の規定を除き、公布の日から起算して２年を超えな

い範囲内において政令で定める日から施行する。 
  
 八 経過措置  
  既存の心理職資格者等に係る受験資格等について、所要

の経過措置を設ける。 

平成２７年９月 ９日成立 
平成２７年９月１６日公布 
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公 認 心 理 師 資 格 （登録）  

公 認 心 理 師 試 験 

４年制大学にお
いて省令で定め
る科目を履修 

第７条第１号※ 

公認心理師の資格取得方法について 

大学院において
省令で定める 
科目を履修 

４年制大学に 
おいて省令で 
定める科目 
を履修 

省令で定める
期間 

の実務経験 

第７条第２号※ 

実務経験５年 

講習の受講 

第７条第３号 
   経過措置 
（附則第２条第１項 
第１号及び第２号） 

施行前に大学院 
において省令で 

定める科目を履修 
（又は履修中） 第１号及

び第２号
と同等以
上の知識
及び技能
を有する
と認定さ
れた者 

施行前に、４年制大学におい
て省令で定める科目を履修

（又は履修中） 

施行後に大学院 
において省令で 

定める科目を履修 

     経過措置※ 
（附則第２条第１項第３号及び第４号） 

   経過措置※ 
（附則第２条第２項） 

省令で定める
期間 

の実務経験 

注）下線部は省令委任事項。 
※該当条文に基づく受験資格取得者に「準ずるもの」を省令で定めることとされている。 

Ａ Ｇ Ｆ Ｅ Ｄ Ｃ Ｂ 
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注：左記表をグラフ化したもの。（保健医療領域及び福祉
領域の推計人数は、それぞれの中間値を使用） 

領域

福祉 5,500 ～ 10,600

教育

産業・労働

その他

58,167 ～ 64,847

心理職としての現状の勤務者数

推計人数（※）

～

5,723

4,420

22,926 24,506

17,170

2,428

保健医療

司法・法務・警察

計

保健医療 
39% 

福祉 
13% 

教育 
28% 

司法・法務 
・警察 

4% 

産業・労働 
9% 

その他 
7% 

領域ごとの心理職の割合 

平成26年度 厚生労働科学特別研究事業 心理職の役割の明確化と育成に関する研究 
（主任研究者：村瀬嘉代子）を踏まえ、厚生労働省障害保健福祉部精神・障害保健課で整理。 

（※）推計人数は非常勤職として複数の領域で勤務している心理職も含めて計算しているため、 
   実際の全領域の心理職者数は38,000～40,000名と推計される。 
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公認心理師カリキュラム等検討会 
＜検討経緯＞ 
平成28年 
  ９月20日  第１回公認心理師カリキュラム等検討会 
 10月 ４日 第２回公認心理師カリキュラム等検討会 
 
 11月  ４日 第１回公認心理師カリキュラム等検討会ワーキングチーム（以下、「ＷＴ」という。） 
 11月16日 第２回ＷＴ（関係者・有識者からヒアリング） 
        （関係者・有識者）臨床心理職国家資格推進連絡協議会 
         医療心理師国家資格制度推進協議会 
         一般社団法人日本心理学諸学会連合 
         日本学術会議 
         臨床心理分野専門職大学院協議会 
         公益財団法人日本臨床心理士資格認定協会 
         川畑直人ＷＴ構成員 
 12月  ９日 第３回ＷＴ 
 12月22日 第４回ＷＴ 
 
平成29年 
  １月12日 第５回ＷＴ 
  ２月22日 第６回ＷＴ 
  ３月  ９日 第７回ＷＴ 
  ３月30日 第８回ＷＴ（素案とりまとめ） 
  ４月13日 第３回公認心理師カリキュラム等検討会 
  ５月10日 第４回公認心理師カリキュラム等検討会 
  ５月31日 第５回公認心理師カリキュラム等検討会（報告書とりまとめ） 
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１．公認心理師のカリキュラムの到達目標 
  ○公認心理師国家試験の受験資格を得るまでに達成すべき到達目標を整理した（24項目）。 
     ※公認心理師としての職責の自覚、問題解決能力と生涯学習  等 

２．公認心理師となるために大学等で修めるべき科目 
  ○大学において修める科目は25科目とする。うち、実習については、80時間以上を実施。 
     ※実習については、保健医療、福祉、教育等の分野の施設において、見学等により実施。 
  ○大学院において修める科目は10科目とする。うち、実習については、450時間以上を実施 
     ※実習については、見学だけではなくケースを担当する。医療機関（病院又は診療所）での実習は必須。 

公認心理師のカリキュラム等検討会報告書の概要について 

４．受験資格の特例 
  ○法の施行日前に、大学又は大学院に入学した者が認められる受験資格の特例については、 
    ２．で定める科目のうち５割程度の科目を修めていること。 
 （いわゆる現任者について） 
  ○法施行の際現に、５年以上（常態として週１日以上勤務している期間を通算）心理に関する支援等を 
    業として行い、所定の講習会（30時間程度）の課程を修了した者に受験資格の特例を認める。 

３．大学卒業後の実務経験 
  ○文科大臣・厚労大臣が認めるプログラムにのっとって業務が実施されている施設において 
    ２年以上の実務経験。 
      ※プログラムとは、公認心理師法第２条第１号から第３号までに掲げる行為（要心理支援者に対する相談      
      援助等）の業務の実施に関する計画。標準的には３年間でプログラムを終えることを想定。 

   公認心理師法は平成27年９月９日に成立、同年９月16日に公布。 
        本検討会は平成28年９月から開催し、平成29年５月31日に報告書をとりまとめた。 

５．国家試験について 
  ○公認心理師として具有すべき知識及び技能について出題。 
    マークシート方式として150～200問程度を出題。合格基準は正答率60％程度以上。 
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到達目標 
 
  1. 公認心理師としての職責の自覚 
  2. 問題解決能力と生涯学習 
  3. 多職種連携・地域連携 
  4. 心理学・臨床心理学の全体像 
  5. 心理学における研究 
  6. 心理学に関する実験 
  7. 知覚及び認知 
  8. 学習及び言語 
  9. 感情及び人格 
10. 脳・神経の働き 
11. 社会及び集団に関する心理学 
12. 発達 
13. 障害者（児）の心理学 
14. 心理状態の観察及び結果の分析 
15. 心理に関する支援（相談、助言、指導その他 
   の援助） 
16. 健康・医療に関する心理学 
17. 福祉に関する心理学 
18. 教育に関する心理学 
19. 司法・犯罪に関する心理学 
20. 産業・組織に関する心理学 
21. 人体の構造と機能及び疾病 
22. 精神疾患とその治療 
23. 各分野の関係法規 
24. その他 

大学における必要な科目 
 
  1. 公認心理師の職責 
  2. 心理学概論 
  3. 臨床心理学概論 
  4. 心理学研究法 
  5. 心理学統計法 
  6. 心理学実験 
  7. 知覚・認知心理学 
  8. 学習・言語心理学 
  9. 感情・人格心理学 
10. 神経・生理心理学 
11. 社会・集団・家族心理学 
12. 発達心理学 
13. 障害者（児）心理学 
14. 心理的アセスメント 
15. 心理学的支援法 
16. 健康・医療心理学 
17. 福祉心理学 
18. 教育・学校心理学 
19. 司法・犯罪心理学 
20. 産業・組織心理学 
21. 人体の構造と機能及び疾病 
22. 精神疾患とその治療 
23. 関係行政論 
24. 心理演習 
25. 心理実習（80時間以上） 

到達目標の項目、大学及び大学院における必要な科目について 
大学院における必要な科目 
 
  1.保健医療分野に関する理論と 
     支援の展開 
  2. 福祉分野に関する理論と支援 
     の展開 
  3. 教育分野に関する理論と支援 
     の展開 
  4. 司法・犯罪分野に関する理論 
     と支援の展開 
  5. 産業・労働分野に関する理論 
     と支援の展開 
  6. 心理的アセスメントに関する 
     理論と実践 
  7. 心理支援に関する理論と実践 
     家族関係・集団・地域社会 
15. おける心理支援に関する理論 
     と実践 
  9. 心の健康教育に関する理論と 
     実践 
10. 心理実践実習（450時間以上） 
 

７ 



プログラムの基準の概要（大学卒業後に業務を実施する施設において必要なプログラム） 
 
①目標 
  プログラムの目標が、公認心理師のカリキュラムの到達目標を達成できるように定められて 
  いること 
②指導者 
  心理に関する業務を行っている者（実習指導者の資格を有する者）が指導にあたること 
③内容 
  以下につき具体的な内容が明記されていること 
   ・自施設における業務内容（多職種との連携を含む） 
   ・心理に関する支援を要する者等に対する面接等の実施時間及び回数（720時間以上かつ 
    240回以上。集団を対象とした支援を実施する場合を含む。当該面接等については前後に 
    指導者から指導を受けることも含む。このうち270時間以内を、心理学等に関する専門的な 
    知識の習得を目的として、大学院の科目に相当する講義の受講等により代替することは 
    可能。） 
   ・３例以上のケースを担当すること 
   ・他分野の見学・研修の内容（保健医療、福祉、教育、司法・犯罪、産業・労働の５分野のうち、 
    主として業務を行っている分野以外の２分野60時間以上が望ましい。） 
   ・指導体制と指導スケジュール 
   ・プログラムの期間 
   ・到達目標の管理方法 
   ・プログラムを適用する者の受入可能定員 
④期間 
  プログラムの期間については、面接等の実施時間及び回数を踏まえると、標準的には３年間で 
  プログラムを終えることが想定される 
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受験資格の特例について① 
（法附則第２条第１項第１号及び同項第２号の省令で定める大学院における科目） 

Ⅰ 

①保健医療分野に関する理論と支援の展開 

②福祉分野に関する理論と支援の展開 

③教育分野に関する理論と支援の展開 

④司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開 

⑤産業・労働分野に関する理論と支援の展開 

Ⅱ 

⑥心理的アセスメントに関する理論と実践 

⑦心理支援に関する理論と実践 

⑧家族関係・集団・地域社会における心理支
援に関する理論と実践 

⑨心の健康教育に関する理論と実践 

Ⅲ ⑩心理実践実習（450時間以上） 

法第７条第１号の省令で定める科目 

 Ⅰ（①～⑤）：主な職域における、心理に関
する相談、助言、指導その他の援助に関す
る科目 

 → ①を含む３科目以上相当を修める 

 Ⅱ（⑥～⑨）：心理状態の観察及び分析並び
に心理に関する相談、助言、指導その他の
援助等についての理論に関する科目 

 → ⑥～⑨のうち２科目以上に相当する科目 
   を修める 

 Ⅲ（⑩）：実習科目 
 → 相当する科目を修める（時間は問わない） 

法施行日前に大学院の課程を修了した場合 
又は法施行日前に大学院に入学している場合 

①から⑩までの科目をその類似性からⅠ～Ⅲ
の３つに分類し、それぞれについて定めた科
目（合計６科目以上相当）を修めている場合に、
法附則第２条第１項第１号又は同項第２号に
該当するものとする。 
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受験資格の特例について② 
（法附則第２条第１項第３号及び同項第４号の省令で定める大学における科目） 

①公認心理師の職責 

Ⅰ 

②心理学概論 

③臨床心理学概論 

④心理学研究法 

⑤心理学統計法 

⑥心理学実験 

Ⅱ 

⑦知覚・認知心理学                   

⑧学習・言語心理学                    

⑨感情・人格心理学                   

⑩神経・生理心理学                    

⑪社会・集団・家族心理学              

⑫発達心理学                         

⑬障害者（児）心理学 

Ⅲ 
⑭心理的アセスメント 

⑮心理学的支援法 

Ⅳ 

⑯健康・医療心理学 

⑰福祉心理学 

⑱教育・学校心理学 

⑲司法・犯罪心理学 

⑳産業・組織心理学 

Ⅴ 
㉑人体の構造と機能及び疾病 

㉒精神疾患とその治療 

㉓関係行政論 

Ⅲ 
㉔心理演習 

㉕心理実習（80時間以上） 

法第７条第１号及び第２号の省令で定める科目 

 Ⅰ（②～⑥）：心理学基礎科目 
 → ３科目以上相当を修める 

 Ⅱ（⑦～⑬）：心理学の基本的理論に関する科目 
 → ４科目以上相当を修める 

法施行日前に大学に入学した場合 

①と㉓を除いた23科目をその類似性からⅠ～Ⅴの５つ
に分類し、それぞれについて定めた科目（合計12科目
以上相当）を修めている場合に、法附則第２条第１項第
３号又は同項第４号に該当するものとする。 

 Ⅳ（⑯～⑳）：主な職域における心理学に関する科目 
 → ２科目以上相当を修める（ただし、⑯を心理学関連科目 
   （Ⅴ）として修める場合、主な職域における心理学に関 
   する科目（Ⅳ）として⑰～⑳から２科目以上相当を修める） 

 Ⅴ（㉑、㉒）：心理学関連科目 
 → ㉑又は㉒に相当する科目を修める 
   （⑯に相当する科目を修めた場合も可） 

 Ⅲ（⑭、⑮、㉔及び㉕）：心理状態の観察及び分析並び
に心理に関する相談、助言、指導その他の援助等につ
いての基本的理論及び実践に関する科目 

 → ２科目以上相当を修める（ただし㉕については時間を 
    問わない） 

※①及び㉓は、公認心理師特有の科目と考えられ、法施行
日において、相当する科目を開講している大学は少ないと
想定されるため、修める必要のある科目としない。 
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法附則第２条第２項に定める者（いわゆる現任者）について 
 

１．省令で定める施設について 
 ・大学院における実習施設として定める施設に準ずる。（指導担当者等の要件は定めない。） 
 ・実習施設に含まれない一部の施設（私設の心理相談室等）については、業として行った行為の内容や勤務の状態
が客観的に分かる場合において省令で定める施設として取り扱う。 

 
２．期間について（５年の換算方法） 
 ・原則として、雇用契約に基づく契約期間を業務に従事した期間とする。（常態として週１日以上の勤務。） 
 
３．受験資格の特例に係る手続き等について 
 ・申請の際、法第２条第１号から第３号までに定める行為を業として行っていることについて、証明権限を有する施設
の代表者による証明書の提出を求める。 

 ・私設の心理相談室等については、その業態等を証明する際に、例えば登記簿謄本等を提出することを求める。 
 
４．当該行為を業として行わなくなってから一定以上の期間が経過している者の取扱いについて 
 ・「その他その者に準ずるもの」として、施行日において当該業務を休止し、又は廃止した日から起算して５年を経過し
ない者にも受験資格の特例を認める。（詳細は次ページ「法附則第２条第２項に定める者（いわゆる現任者）の期間
の考え方について」を参照）。 

 
５．いわゆる現任者の講習会について 
 ・法律上、文部科学大臣及び厚生労働大臣が指定した講習会（以下「講習会」という。）の課程を修了することが要件
となっている。なお、講習会の内容は必要な水準を満たすための補完的なものとする。 

（講習会の内容） 
 時間：30 時間程度 
 内容：以下の項目を含む講習とする。 
     ①公認心理師の職責に関する事項 
     ②公認心理師が活躍すると考えられる主な分野（保健医療、福祉、教育、司法・犯罪、産業・労働分野）に関す

る法規や制度 
     ③精神医学を含む医学に関する知識 11 



 法附則第２条第２項に定める「その他その者に準ずるもの」として、施行日において当該業務を休止し、又は廃止した日から起算して
５年を経過しない者にも受験資格の特例を認める場合の例である。 

施行日 
施行日から５年を経過し

ない日 
  平成29年 

X月Y日 
平成34年 

X月Y-１日 

    

例１   実務経験 ５年   受験資格あり 

                

例２   実務経験 ５年   受験資格あり 

      

例３ 実務経験 ４年 １年   受験資格あり 

    

例４   実務経験 ４年 １年     受験資格あり 

    

例５ 実務経験 ５年 休止等 ５年    受験資格あり 

                  

例６ 実務経験 ５年 休止等 ５年     受験資格なし 

    

例７   実務経験 ４年 休止等 ５年   １年   受験資格あり 

    

例８ 実務経験 ４年 休止等 ５年     １年   受験資格なし 

                  

例９ 実務経験 ３年 休止等 ４年 １年 １年 １年   受験資格あり 

    

 例１～４は法の施行の際現に業を行っている者。 

 例５、７及び９は、施行日において当該業務を休止等した日から起算し、５年を経過しない者として受験資格の特例を認める。 

法附則第２条第２項に定める者（いわゆる現任者）の期間の考え方について 
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公認心理師試験について 
 
１．出題範囲 

• 科目は定めず、「公認心理師として具有すべき知識及び技能」について出題する。 
• 出題範囲として科目を定めないため、法附則第２条第２項に定める者（いわゆる現任者）に対

する科目の一部免除は行わない。 
 
２．試験の実施方法等 

• 全問マークシート方式とし、１日間で実施する。 
• 150～200 問程度を出題する。実施時間としては、合計300分程度を上限とする。 
• 公認心理師としての基本的姿勢を含めた基本的能力を主題とする問題と、それ以外の問題を

設ける。また、ケース問題を可能な限り多く出題する。 
• 障害のある受験者については、回答方法等、受験上の配慮をする。 

 
３．合格基準 

• 全体の正答率は60％程度以上を基準とする。 
• 基本的能力を主題とする問題の正答率は、試験の実施状況を踏まえ、将来的に基準となる正

答率を定める。 
 
４．試験実施時期 

• 第１回は平成30年12月までに実施する。 
• 第２回以降の試験実施時期は今後検討する。（試験は年に１回の実施とする。） 
（※）いわゆる現任者の受験資格が認められるのは法の施行後５年間であることに留意する。 
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